
株式会社  設立チェックリスト 

 ～ ２００６．５．１ １新会社法施行 ～                     横浜会社設立Ｇｕｉｄｅ 

商    号 
第１案 

 

第２案 

ローマ字商号 

（任 意） 

第１案 第２案 

                Ｃｏ．，Ｌｔｄ． 

本店所在地 

 〒   -         
    

設立日 平成   年   月   日 （会社成立日＝登記申請日） 

公告方法 １．官報に掲載してする。 ２．日本経済新聞に掲載してする。 ３．電子公告をする。 

決算公告 ＵＲＬ： 

目    的 

１． 

２． 

３． 

４． 

５． 

６． 

７． 

８． 

９． 

１０． 

１１． 

発行可能株式総数 設立に際して発行する株式数 設立時に発行する１株の金額 資   本   金 

株 株 円 円 

事    業    年    度 最初の事業年度 

  平成    年    月    日 ～       

平成    年    月    日 
設立から平成     年     月     日 

定款に定める取締役の員数 
取締役      名以内 

取締役      名以上       名以内   任期   年 

定款に定める監査役の員数 
監査役      名以内 

監査役      名以上       名以内   任期   年 

就 

任 

予 

定 

役 

員 

取
締
役
（
最
低
１
名
） 

①氏名・住所 （社内 ・ 社外） 
監
査
役 

・ 

会
計
参
与 

①氏名 （社内 ・ 社外） 

②氏名・住所 （社内 ・ 社外） ②氏名 （社内 ・ 社外） 

③氏名・住所 （社内 ・ 社外） ③氏名 （社内 ・ 社外） 

代
表
取
締
役 

①氏名 代取住所  〒 

生年月日 

 （       年   月   日生） 

責
任
軽
減 

規定を設置するもの○をつけてください。 

１．取締役の責任軽減規定 

２．社外取締役の責任軽減規定 

３．監査役の責任軽減規定 

４．社外監査役の責任軽減規定 

機
関
設
計 

取締役３名以上を置く場合、 

１．取締役会設置会社 

２．監査役設置会社 

３．会計参与 

４．監査役会設置会社 



券株 

１． 発 行 

２． 不発行 （会社法上の原則） 

  

譲
渡
制
限 

株式譲渡制限規定 

１． 有 （閉鎖会社） 

２． 無 （公開会社） 

新
株
予
約
権 

新株予約権の発行予定 

１． 有 （個数 約       個予定） 

２． 無 

払
込
銀
行 

銀行       支店 

 

信用金庫       支店 

所 在 地  

出資の方法 

① 出資者の通帳へ振込む。（発起設立） 

② 銀行の払込金保管証明。（募集設立） 

出資金払込予定日 平成     年     月     日 

保管証明書取得日 平成     年     月     日 

※ 出資金の払込：出資金は定款認証日以降に指定の口座へ入金する必要があります。 

発
起
人
（
１
名
以
上
） 

氏     名 住       所 出   資   金 

  
金       円 

  
金       円 

  
金       円 

備考 会社が発起人となる場合には、会社の登記事項証明書・印鑑証明書が必要となります。 

株
式
申
込
人 

氏     名 住       所 出   資   金 

  
金       円 

  
金       円 

備考  会社が発起人・出資者になる場合は、出資する会社の目的を、設立する会社の目的に入れる必要があります。 

▼ご依頼時の必要書類 

 下記の書類をご用意下さい。  ※ 同一人が下記の複数に該当する場合には、最大３通の取得で間に合います。 

発起人の印鑑証明書 各１通 代表取締役の印鑑証明書 １通 

取締役の印鑑証明書 各１通 監査役の住民票 各１通 

  ※ 定款等の書類作成のため、印鑑証明書は事前にFAX又はメールをお願い致します。 

▼設立手続担当者様連絡先 

担当者様

ご連絡先 
お名前 電話番号 FAX番号 E-mail 

１     

 

 

 

 

 


